
今回の取組による主な収支改善見込み

収入の確保

総人件費の抑制

内部管理費等の削減

外郭団体
等の見直し

他都市水準などによ
る点検・精査

その他

主な収支改善見込み

5年間で約915億円確保

5年間で約921億円削減

23年度で約150億円削減

(5年間で約169億円削減)
22年度で 約94億円確保

23年度で 約8億円削減

23年度で 約41億円削減

今回の収支改善の取組による
5年間での新たな効果見込み

約215億円

約276億円

約164億円

(約169億円)
約94億円

3億円

約41億円

※効果見込みについては新たに生じる費用負担等への対応分を含む。
大阪市土地開発公社の処理に関する費用 約152億円
共済負担金の増など 約274億円

※（ ）については全てが収支改善見込み・効果見込みとなるわけではない。［歳出ベース］

高速鉄道事業会計
繰出金の縮減

・(委託料の見直し)
・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌｧｲﾅﾝｽ
事業資金の引上げ

※内部管理費等については局裁量経費で一般財源が1千万以上減している事項の計。（他の取組を除く。）

(参考)
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(仮称)地域力復興ＰＴ(副市長 PT) 

地
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 大阪市役所 

事
業
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当 

事
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 統 括 

事
業
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当

 統 括 

 統 括 

 
 

 

 

支  援 （施策・事業面からの支援、日常業務面からの支援など） 

統 

括 
区政会議

総 務 課 

地
域
支
援 

・ 

協
働
推
進
窓
口

地
域
支
援 

・ 

協
働
推
進
窓
口 

支 援 

（仮称）地域活動支援室 

1 本市地域政策・協働政策の確立と

統一性ある推進 

2 地域と区役所に対する総合的な支援 

・ 区政会議等を通じて提示された地域

課題の解決に向けた各局統括 

・ そのため、地域から提示された課題の各局

分配と各局から示される解決策のとりまと

め、公表 

・ 補助金・交付金の集約・配分      など 

3 「区役所の出先」の役割 

・各局調整 

・新たな区長会議の事務局      など 

4 区政改革 

5 市長直轄組織 

 

区 
 

長 

 委員 

 委員 

 委員

 委員 

 委員

 参 加

意見・評価 

市 民 協 働 課  

窓口サービス課 

保 健 福 祉 課  

 対話と連携 

事 業 所 

区 役 所 

地 域 力 の復 興 のための新 しい市 役 所 のかたち  

コミュニティ協 会  区 支 部  

区 社 会 福 祉 協 議 会  

支 援 

課題・ニーズ 

地 
 

 
 

 
 

 

域 

提案・要請 

 

中
間
支
援 

地域担当職員がコーディネート 

 
 

 

 地域担当   
職 員

地域カルテ

（情報共有）
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